
西都 de 管理職ナイトを開催しました 

 

西都 de 管理職ナイトは、西都市教育委員会と宮崎大学教育学部附属教育協働開発セン

ターの協働事業であり、本学教職大学院の広報活動に位置づくものでもある。第２回目の講

座は、2023 年６月１5 日（木）17：30－18：30 に、本学大学院教育学研究科の湯田拓史准

教授を講師として、Zoom による遠隔リアルタイム方式で行われた。 

第２回目の講座は、休暇・休業制度がテーマである。教員の休暇休業制度を学び、さらにリ

プロダクションや「教員の働き方改革」等の最新の動向を学ぶことで、管理職として必要な制

度理解を得ることを目的としたものである。管理職のふるまいにつながる話題である。 

休暇と休業は異なっている。宮崎県では、「職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例」

（市町村立学校職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例）で定義される「休暇」は、給与

の支給を受けて勤務しない時間であるが、「休業」は、給与は支給されないが、身分は保障さ

れている制度である。 

休業には、地方公務員法を根拠とするものだけでなく、教育公務員特例法を根拠としたも

のがある。 

休暇には、生理休暇、妊娠中の通勤緩和休暇・妊娠障害休暇・出産休暇・育児時間休暇・

配偶者出産休暇・男性職員の育児参加休暇・結婚休暇・子の看護休暇などリプロダクション

に関わる休暇などがある。リプロダクションに関わる休暇と休業申請は、「祝福して推奨する」

ものであり、申請を拒否したり、申請者を不快にさせる対応したりしてはいけない。 

年休取得自体を拒否できないが、年休取得日を変更するように説得することは可能であ

る。事業の正常な運営を妨げる場合や代替要員もいない場合は、申請した教職員に対して

有給休暇の日程をずらすように説得してもよいのである。 

教員の働き方改革として、休暇・休業をどうとらえるか。プライベートが優先され、パブリッ

クがないがしろにされないように、教員の職責はパブリックである点を日々伝えていかなくて

はならない。報・連・相の相談が、事前相談ではなく、事後相談となってしまう Z 世代が教員

になっていく。休むことは権利であり、相互に承認できる休み方を教員がつくり出せるように

なるには、何かが必要か。働き方ではなく、休み方の改革が求められている。 

教職大学院教職高度化コースの教育行政・学校経営分野では、根拠となる法令を学んだ

うえで、具体的な事例での管理職としての対応を学べる演習を専門科目として設定している。

「給特法」改正の動きなど、教員の労働条件の変化が激しくなることが見込まれるが、制度変

化に翻弄されないような教員を育成することに努めている。 

 




